
沖縄県浦添市（一般市）

【照会先】浦添市役所保護課・098-876-1262

平成30年５月 事業開始

一時生活支援事業

人口 115,091人 保護率 2.564％

新規相談受付件数（人口10万人当たり） 110.2／月

プラン作成件数（人口10万人当たり） 36.1／月

就労支援対象者数（人口10万人当たり） 18／月

就労・増収率（％） 26.1％

任意事業等の実施状況

支援会議 就労準備 家計改善 シェルター 地域居住 子ども

○ ○ × × × ○

１．基本情報

２．支援状況

３．事業の概要等

実施方法
・委託（浦添市社会福祉協議会）
自立相談支援事業も同一の事業者に委託し、一体的に実施

事業概要

・自立相談支援事業の相談の中で車中泊をしている等の相談があれば一時
生活支援を案内する。
・市民や関係機関からのホームレス等の情報が入ると現地へ向かい支援案
内を行う。
・簡易宿泊所へ宿泊、食事や日用品等の支援を行い個々の状況に応じて就
職支援又は生活保護の申請を促し期間内に生活の安定が図られるよう寄り
添った支援を行っている。

事業費 1,824千円

その他
特記事項

・年末年始等の大型連休中でも対応できるように自立相談支援機関と連携
を行っている。

４．事業の立ち上げプロセス

開

始

前

事業検討
【５ヶ月前】

・近隣市の実績等の情報収集
・委託先の自立相談支援機関と方法等について意見交換
・利用できる簡易宿泊所のリサーチ

事
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事
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実
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庁内の財政部
局との調整
【４ヶ月前】

・目的及び効果や補助金等の説明
⇒個々の状況によっては生活保護へ繋ぐ前に就労支援する
ことができ自立が促せる為、扶助費の軽減が見込まれる
ことを説明

事務手続き
【１ヶ月前】

・生活困窮者就労準備支援事業等補助金の協議
・実施規定策定作業

・令和４年度実績：利用者９名
（就職者２名、養護老人ホーム入所1名、生活保護６名）

・すぐに生活保護申請ではなく、個々の状態に合わせて就職活動を支援し自
立をすることができる人もいた為、扶助費の増加を抑えることができた。

・簡易宿泊所の確保が課題となっている。

・ホームレス等の早急な対応が必要な衣食住の支援が課題であったことから、
事業実施を決定。一時生活支援事業を活用し当日の衣食住の必要性にも対
応できるようにすることを目標とした。
・自立相談支援事業の委託公募の契約年に合わせて事業追加を検討。

（令和５年４月末現在）

（令和３年度）

（令和５年度）

（令和５年度（予定））

【課題別分類】①③


